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【「１ 圏域の現状」の資料】 

（１）人口、医療提供施設等 

○面積 国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」（平成 29(2017)年 10 月１日現在） 

○人口 岩手県「平成 29 年岩手県毎月人口推計（年報）」（平成 29(2017)年 10 月１日現在） 

     国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30(2018)年３月推計）」 

注）平成 29(2017)年の年齢３区分人口は、年齢不詳の人口あん分時に端数処理を行っているため、合計と一

致しない場合があります。 

○人口動態 岩手県「平成 28(2016)年保健福祉年報（人口動態編）」 

○医療資源 病院、一般診療所、歯科診療所：厚生労働省「平成 28(2016)年医療施設調査」（平成 28(2016)年 10 月１日現在）  

薬局：岩手県「平成 28(2016)年度版薬務行政概要」（平成 29(2017)年３月 31 日現在） 

       訪問看護ＳＴ(ステーション)：県長寿社会課調べ（平成 29(2017)年３月 31 日現在） 

○医療従事者 厚生労働省「平成 26(2014)年医療施設調査」「平成 26(2014)年病院報告」（平成 26(2014)年 10 月１日現在）  

    注）従事者数は常勤換算した数値であり、病院、一般診療所及び歯科診療所の従事者数の合計です。 

○受療動向 完結率：岩手県「平成 2(2017)9 年岩手県患者受療行動調査」（平成 29(2017)年６月 16 日実施） 

       病床利用率、平均在院日数：厚生労働省「平成 28(2016)年病院報告」 

    注１）完結率＝居住する保健医療圏内の医療機関で受療した患者数／当該保健医療圏に居住する総患者数 

    注２）岩手県患者受療行動調査は、県内の病院及び一般診療所を対象に実施したものであり、県外を受療 

した患者が含まれていないことに注意が必要です。 

 

（２）病床機能と在宅医療等の需要について 

○ 病床機能：岩手県「平成 28(2016)年度病床機能報告」(平成 28(2016)年７月１日現在) 

岩手県「岩手県地域医療構想」 

○ 在宅医療等の需要：岩手県「岩手県地域医療構想」 

 

（３）医療提供施設の被災・復旧状況 県医療政策室調べ（平成 29(2017)年８月１日現在） 

 注１）気仙、釜石、宮古及び久慈保健医療圏のみ掲載しています。 

   注２）医療提供施設復旧率は、震災前の病院等開設数（既存数）と継続・再開及び新設の施設数を比較したも 

のであり、次の式により算出しています。 

仮設除き＝｛既存数－被災＋継続・再開（自院）＋新設｝／既存数 

仮設含み＝｛既存数－被災＋継続・再開（自院・仮設）＋新設｝／既存数 

   注３）診療所の既存数は、特定の者を対象とする特別養護老人ホームの医務室等は除いています。 

 

【「２ 圏域における取組の方向」について】 

 各圏域において計画期間の６年間に重点的に取り組む事項について、圏域ごとに設置している保健所運営協議会や

圏域連携会議等の場において検討し、取りまとめたものを記載しています。 
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盛岡保健医療圏 

１ 圏域の現状 

（１）人口、医療提供施設等 

【保健医療圏の位置】 構  成 

市 町 村 

盛岡市、滝沢市、八幡平市、雫石町、葛巻町、岩手町、 

紫波町、矢巾町 

介  護 

保 険 者 

盛岡市、盛岡北部行政事務組合（八幡平市、岩手町、葛巻町）、 

滝沢市、雫石町、紫波町、矢巾町 

面  積 3,641.77km2 

人  口 

 平成 29(2017)年 令和７(2025)年 

圏域計 472,389 人 452,639 人 

 0～14 歳 57,650 人(12.2％) 50,765 人(11.2%) 

15～64 歳 283,634 人(60.0％) 259,329 人(57.3%) 

65 歳～ 131,105 人(27.8％) 142,545 人(31.5%) 

(再掲)65～74 歳 64,848 人(13.7％) 62,916 人(13.9%) 

(再掲)75～84 歳 44,346 人( 9.4％) 52,550 人(11.6%) 

(再掲)85 歳～ 21,911 人( 4.6％) 27,079 人(6.0%) 

人口密度 129.7 人／km2  ［82.1 人／km2］ 

１世帯当たり人口 2.31 人 ［2.39 人］ 

人口動態 

出生率（人口千対）    7.3  ［ 6.6］ 

死亡率（人口千対）   10.6 ［13.4］ 

乳児死亡率（出生千対）  2.3  ［ 2.0］ 

死産率（出産千対）   22.8 ［21.6］ 

医療提供 

施  設 

（人口 10 万対） 

施
設
数 

病院      39（ 8.2［ 7.3］）  

診療所    366（77.1［70.8］） 

歯科診療所  271（57.1［46.7］） 

薬局     235（49.5［46.0］） 

訪問看護 ST  41（ 8.6［ 7.0］） 

許
可
病
床
数 

一般病床  5,055 床（1,065.0［943.6］） 

療養病床  1,365 床（  287.6［197.1］） 

精神病床  1,658 床（  349.3［343.7］） 

感染症病床     8 床（   1.7 ［ 3.0］） 

結核病床    12 床（   2.5 ［ 9.1］） 

医療従事者 

（人口 10 万対） 

医師 1,510.9 人（314.9［233.4］） 歯科医師 620.7 人（129.4［82.9］） 

薬剤師 214.2 人（44.6［35.3］）  看護師・准看護師 5,336.1 人（1,112.1［930.1］） 

受療動向 

完 結 率 ：入院 96.9％［83.4％］、外来 99.2％［94.1％］ 

病床利用率 ：一般病床 73.3％［70.6％］、療養病床 93.5％［88.1％］ 

平均在院日数：一般病床 18.4 日［18.5 日］、療養病床 170.9 日［157.6 日］ 

備考）［ ］内は岩手県の数値。 

 

（２）病床機能と在宅医療等の需要について 

病床機能(単位：床)             在宅医療等の需要の機械的推計値（単位：人/日） 

機能区分 

平成 28 年度 

(2016) 

病床機能報告 

令和７年 

(2025)  

必要病床数 

  

平成 25 年 

(2013) 

(A) 

令和７年 

(2025) 

(B) 

増加量 

（B-A） 

全体 6,231 5,185  
在宅医療等 4,188 5,591 1,403 

高度急性期 1,341 547  

急性期 2,233 1,553  (再掲) 

訪問診療分 
1,683 2,160 477 

回復期 957 1,861  

慢性期 1,556 1,224   

休棟等 144   
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２ 圏域における取組の方向 

（１）認知症の医療体制 

【課 題】 

（予防） 

○ 認知症予防体操などの認知症予防・支援プログラムの普及を図り、実践する必要があります。 

 

（早期診断・早期対応） 

○ 高齢者の日常的診療や健康管理を通じ、認知症が疑われる症状がみられた場合は、早期の段階

で専門医療機関への受診勧奨・早期診断に繋げる必要があります。 

 

（医療・介護体制） 

○ どこに住んでいても鑑別診断や適切な医療を受けられる体制を構築する必要があります。 

○ 定期的な全身管理と口腔内管理、合併症の早期発見と早期治療を進める必要があります。 

○ 退院可能と判断される認知症患者の円滑な地域移行のため、在宅医療や認知症介護サービス等

の整備と連携を図る必要があります。 

○ 認知症のケアについて医療と介護の連携を推進する必要があります。 

 

（地域での日常生活・家族への支援） 

○ 認知症の人が、住み慣れた地域で生活することができるよう、支援体制を充実する必要があり

ます。また、家族に対しても、精神面も含めた支援体制の構築に取り組む必要があります。 

○ 認知症の人やその家族が地域の人や専門家と情報を共有し、お互いを理解し合う認知症カフェ

等の設置に一層努める必要があります。 

 

〈主な取組〉 

（予防） 

○ 市町は、認知症予防体操などの認知症予防・支援プログラムの普及と実践に取り組みます。 

 

（早期診断・早期対応） 

○ 保健所、市町、医療機関、医師会、介護施設等は、認知症に関する相談窓口や早期対応の必要

性、認知症サポート医・もの忘れ相談医の情報等について啓発します。 

○ 市町は、専門医や医療・介護の複数の専門職が認知症が疑われる人や認知症の人及びその家族

を訪問して支援する認知症初期集中支援チームを設置し、早期診断・早期対応に向けた包括的・

集中的支援体制を構築します。 

○  医療機関、地域包括支援センター等は、認知症の疑われる人を早い段階で専門医療機関へ紹介

し、早期診断・早期治療に結びつけるよう取り組みます。 

 

（医療・介護体制） 

○ 医療機関、専門医療機関、認知症疾患医療センター等は連携し、認知症患者の診断と治療を行

います。また、認知症の診断等に要する病床の適切な確保に努めます。 

○ 医療機関は、地域包括支援センター等と連携し、認知症患者の定期的な全身管理、合併症の早

期発見と早期治療に努めます。また、歯科医療機関は、歯科治療や口腔ケア等を進めます。 

○ 保健所、市町、医療機関、医師会、その他の医療関係団体、介護施設等は、医療と介護の連携

に取り組み、認知症の人を地域で支える地域包括ケアシステムの整備を図ります。 

○ 医療機関は、退院支援担当者を配置し、在宅医療や介護サービスの担当者との連携に努めます。 

○ 市町は、認知症介護サービス等の整備を進めます。 

○ 介護施設は、認知症の人の介護ができる人材の育成に努めます。 



盛岡保健医療圏  

  

   370  

 

（地域での日常生活・家族への支援） 

○ 保健所、市町、医師会等は、認知症に関する知識や対応の啓発を行います。 

○ 市町、医師会等は、認知症に関する相談支援体制の充実を図ります。 

○ 市町は、認知症の人を介護する家族に対し、家族教室の開催や支援制度の周知を図ります。 

○ 市町は、認知症サポーター養成講座を開催し、サポーターを増やします。 

○ 市町は、認知症地域支援推進員を配置し、地域の実情に応じた認知症カフェ等の設置を推進し

ます。 

 

（２）災害時における医療体制 

【課 題】 

（災害時における情報共有） 

○ 災害時優先電話や衛星電話の導入、防災無線の活用等、連絡体制を多様化する必要があります。 

 

（医療機関の防災体制及び医療活動） 

○ 災害時においても診療機能を維持できるように、医療機関の防災体制を高める必要があります。 

○ 災害時における病院間の協力体制を圏域内・外で整備する必要があります。 

 

（災害医療コーディネート体制） 

○ 発災直後の急性期から避難生活等が続く中長期において、被災地の医療ニーズを把握し、医療

救護チーム等の効果的な派遣調整、活動支援等を行う災害医療コーディネート体制の強化が必要

です。 

○ 災害時において、被災地のニーズに対応した効果的な支援活動を行うため、保健・医療・福祉・

介護等の関係機関が連携して被災地を支援する体制が必要です。 

 

（災害時医療に係る研修及び訓練） 

○ 各種災害を想定した医療訓練及び研修を実施する必要があります。 

 

（災害時避難行動要支援者対策） 

○ 災害時における避難行動要支援者への支援体制を、関係機関の間で検討する必要があります。 

 

〈主な取組〉 

（災害時における情報共有） 

○ 保健所、市町、病院等は、災害時優先電話や衛星電話の導入、防災無線の活用等により連絡体

制の強化を図ります。また、病院、保健所、消防等は、ＥＭＩＳの運用の充実に取り組みます。 

 

（医療機関の防災体制及び医療活動） 

○ 病院は、施設の耐震化、通信機器の整備、非常電源の確保、食料・医薬品の備蓄等に努めます。 

○ 病院は、防災計画や防災マニュアルの策定（改定）のほか、関係業者と災害時物資優先調達協

定の締結に努めます。 

○ 保健所は、病院の防災体制について把握し、防災対策の推進について必要な助言を行います。 

○ 保健所は、病院と連携し、災害時における病院間の協力体制の整備について検討します。 

 

（災害医療コーディネート体制） 

○ 災害医療コーディネーターは、災害時に被災地の医療ニーズを把握し、医療救護チーム等の効

果的な派遣調整、活動支援等を行います。 

○ 保健所・市町は、被災地に、各種支援チームが情報共有しながら効果的に支援活動を行うため

の連携及び調整の場を設置し、コーディネート体制を構築します。 
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○ 保健所・市町は、避難所や仮設住宅等での生活の長期化に備えて、被災者の慢性疾患への対応

やリハビリテーションの提供など、住民に対する健康管理を中心とした医療等が提供される体制

の整備に取り組みます。 

○ 保健所は、平時において、災害医療コーディネーター、市町、医師会・歯科医師会・薬剤師会、

災害拠点病院等が定期的に災害時の支援体制について協議する場を設置し、地域における関係機

関の連携及び強化を図ります。 

 

（災害時医療に係る研修及び訓練） 

○ 保健所、市町、病院、医師会等は、各種災害を想定した医療訓練を実施します。また、災害時

医療に関する研修に参加し、災害医療人材の育成を進めます。 

 

（災害時避難行動要支援者対策） 

○ 市町は、避難行動要支援者の把握に努めるとともに、個人情報の取り扱いに配慮したうえで関

係機関と情報共有を図り、災害発生時の支援体制づくりを進めます。 

 

（３）在宅医療の体制 

【課 題】 

（市町の在宅医療・介護連携推進事業） 

○ 在宅医療・介護連携推進事業は、県内全ての市町村で取組を実施することとされていますが、

地域の医療、介護資源等の違いにより、単独で全ての事業を行うことが困難な市町があるなど、

取組状況に差があります。 

 

（退院調整を通じた地域医療(在宅医療)との連携） 

○ 入院初期から退院後の生活をみすえた支援のために、退院支援担当者の配置と調整機能の強化

が必要です。 

○ 入院医療機関と在宅医療に関係する機関（かかりつけ医、訪問看護ステーション、居宅介護支

援事業所等）の円滑な連携により、切れ目のない継続的な在宅医療提供体制を確保することが必

要です。 

○ 退院支援の際には、患者の住み慣れた地域に配慮して在宅医療、介護・福祉サービス等の調整

を図っていく必要があります。 

○ 退院支援のほか、在宅医療・介護について、患者、住民等の理解促進と知識の向上を図る必要

があります。 

 

（日常の療養支援及び人材） 

○ 多職種協働による 24 時間サポートができる環境づくりと、そのための人材の確保等が必要で

す。 

○ 地域の特性に応じた多職種協働による地域包括ケアシステムの構築が必要です。 

 

（急変時の対応） 

○ 訪問診療や訪問看護における 24 時間対応可能な連携体制の構築や、重症患者に対する病診連

携等により、在宅患者の病状急変時における円滑な受入体制を整備する必要があります。 

○ 救急搬送時に、受入医療機関がスムーズに対応できるよう、基本情報が記載された連絡票や「救

急医療情報キット」等の活用について、関係者及び利用者への周知が必要です。 

 

（在宅・介護施設での看取り） 

○ 自宅や介護施設等での看取りについて、支援体制づくりと住民の意識づくりが必要です。 
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〈主な取組〉 

（市町の在宅医療・介護連携推進事業） 

○ 保健所は、在宅医療・介護連携推進事業の受け皿として期待される在宅医療連携拠点の取組に

対する支援など、広域的な連携体制の構築も含め、市町の取組を支援します。 

○ 保健所は、医療や介護資源に地域差がある中で取組を推進するため、市町等単独では取組みが

困難な課題等への調整、対応を推進します。 

 

（退院調整を通じた地域医療(在宅医療)との連携） 

○ 医療機関は、退院支援担当者の配置に努めるとともに、在宅医療・介護に関わる多職種の連携

を深め、在宅医療に関係する機関が十分に情報を共有できる環境の整備を図ります。 

○ 保健所、市町及び医師会は、情報交換会、研修会等を通じて、多職種の連携を進めます。 

○ 保健所、市町、医療機関及び医師会等は、退院支援や在宅医療・介護の普及啓発を図ります。 

○ 保健所、市町及び医師会は、圏域内における入退院調整支援ルールの普及等に努め、入院医療

機関と在宅医療に関係する機関との情報共有体制の整備を図るための取り組みを行います。 

 

（日常の療養支援及び人材） 

○ 医療機関は、医療関係団体等と連携し、在宅医療に必要な人材の確保・育成に努めます。 

○ 医科医療機関、訪問看護ステーション等は、在宅医療・介護に関わる多職種と連携し、24 時

間対応可能な体制の確保に努めます。 

○ 歯科医療機関は、在宅医療・介護関係者と連携して、訪問歯科診療を進めるほか、誤嚥性肺炎

の予防やフレイル対策等の観点から歯科専門職による口腔ケアの実施や指導等を促進します。ま

た、薬局も、関係者と連携して、訪問薬剤管理指導を行います。 

○ 市町及び地域包括支援センター等は、多職種協働による地域包括ケアシステムの形成を図り、

保健所は、その支援を行います。 

 

（急変時の対応） 

○ 医師会は、医療機関等と協働して、地域における在宅医療を提供する体制を整えるとともに、

緊急時に対応できる体制を整備します。 

○ 市町、福祉・介護関係団体及び医師会は、保健所や消防機関等と連携し、在宅療養者や高齢者

施設等に対し、「緊急時連絡票」の普及や「救急医療情報キット」等の導入を図ります。 

 

（在宅・介護施設での看取り） 

○ 市町及び医療機関等は、厚生労働省作成の「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関

するガイドライン」等を参考とし、看取りに関する情報ネットワークをつくり、自宅又は介護施

設等で最期を迎えることができる医療・介護支援システムの構築を図ります。 

○ 保健所、市町等は、講演や広報誌等により、看取りに関する理解や意識の醸成を図ります。 

 

  


